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わが国の産業競争力強化を目的に成立した産業競争力強化法 (2013(平成 25)年 12 月 )は過
剰規制、過少投資、過当競争への対策である。これに先駆けて同年 6 月に掲げられた日本再
興戦略において、ICT の利活用の促進が急務とされた。  
モバイルビジネス研究会 (2007(平成 19)年 )の審議を経て、端末価格と利用価格を分離した
販売形態が採用されたが、自社の市場シェア拡大が商慣習となった結果、MNP(Mobile 
Number Portability)制度を推奨し、当該制度利用者に高額なキャッシュバック (以下、CB)
を付与した。その弊害は柴田 [2014]も指摘したが、月間電気通信事業収入 (Average Revenue 
Per User；ARPU)の減少傾向を踏まえれば、追加課金が容易なスマートフォンへの優遇措
置はやむを得ないかもしれない。しかし、各事業者が獲得した契約者数・純増数に焦点があ
てられ、それを重要業績評価指数 (Key Performance Indicator；KPI)に用いた商慣習は、過
剰な競争を招いたことは否めない 1。  
先の ICT の利活用に競争は必要だが、希少な電波利用の許可を得た移動体通信事業者
(Mobile Network Operator；MNO)は限定されており、仮想移動体通信事業者 (Mobile 
Virtual Network Operator；MVNO)のあり方が注目されている 2。MVNO の市場シェアは
相対的に低い (1:9)が MNO と同質のサービスが保証されていることを踏まえると、適正な促
富山短期大学紀要第 51巻（2016.3） 
 






1. 市場変化の推移  
 
1-1 ARPU の減少  
 
総人口に対する普及率が飽和状態を迎えた携帯電話市場において、利用者の獲得を巡る競
争は激化している。同様の通信インフラであるブロードバンド市場の HHI が 200 ポイント
程度の増加傾向に対して、携帯電話市場は 500 ポイント以上の減少傾向にあり、当該市場の
競争は進化した (図表 1-1)。  
 
図表 1-1 携帯電話市場・ブロードバンド市場シェアの HHI 推移 (2007～2014 年度 ) 
 
出所：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表 (平成 26 年度第 4
四半期 )」 (http://www.soumu.go.jp/main_content/000364681.pdf)pp.3-6。  
 
たとえば過当競争状態下では、類似したサービスを展開されやすい 3。価格競争が行われ
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図表 1-2 携帯電話の ARPU の推移 (2007～2014 年度 )(単位：円 ) 
 














は MNO の有する周波数帯域にある遊休回線の有効活用、つまり MVNO の促進にある。
MVNO と MNO、MVNO 支援事業者である MVNE の関係については、以下のように示すこ
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図表 1-3  MNO・MVNO・MVNE の関係性  
 
出所：MCA「MVNO×格安スマホ×中古端末がもたらす新領域市場の動向と将来予測 2020」  
（http://www.mca.co.jp/pay_contents/FormMail/2015_MVNO&SIM&used.html）  
 
過去を概観すれば第 3 世代通信システム導入時にその必要性が説かれており、MNO3 社
と複数の MVNO により当該市場の活性化が期待できる 5。  
 





表 1-4)。  
 
図表 1-4 携帯電話料金の国際比較 (各ユーザ別 )(単位：円 ) 
 
出所：総務省「平成 26 年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」  
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んでいた層が利用し始めたことが起因している。これに並行してシェア 1 位の NTT ドコモ
は段階的に接続料を引き下げ、市場環境の改善・整備に努めている (図表 1-5)。  
 
図表 1-5 携帯電話 [NTT ドコモ ]のパケット接続料の推移 (2008～2013 年度 )(単位：万円 ) 
 






























1-3 MNO との比較  
 
これまでわが国の通信事業は、段階的な規制緩和に基づく競争により発展してきた。例え
ば、2001(平成 13)年以降ソフトバンク BB の ADSL サービスの供給は、昨今のブロードバ
ンドの普及に寄与した 9。これに示されるように、多様なニーズへ柔軟に対応した価格設定
は不可欠であり、ここに MVNO の参入の余地がある。MNO は自社の通信網を一部解放し
て MVNO の普及に努めているが、当該市場全体の過当競争や寡占化により普及していると
は言い難い  (図表 1-7)。  
 
図表 1-7 MNO と MVNO の推移 (2009～2014 年度 ) 
 
出所：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表 (平成 26 年度第 4
四半期 )」 (http://www.soumu.go.jp/main_content/000364681.pdf)pp.1-5。  
 
しかし、2012(平成 24)年以降の検索数の急上昇に示されるように、興味や関心は高まっ




























また、MNO と MVNO のランニングコストを比較すれば、通算料金は 6 ヶ月から 12 か月
程度で前者が後者を上回る (図表 1-9)。つまり、MNO が契約時に準必須化する長期利用 (24
か月間 )の契約期間を踏まえれば、MVNO の利用は経済的な選択と言える 11。これが利用者
の純粋想起に基づき周知されれば、市場に与えるインパクトはさらに大きくなる。  
たとえば、利用通信量 (LTE 通信対応 )に制限はあるが MNP 可能な MVNO の音声通話サ
ービスも供給されており、一定の制約下にあるが費用対効果は高い。  
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出所：総務省「平成 26 年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」  
(http://www.soumu.go.jp/main_content/000370610.pdf)p.5。  
 
ところで MVNO は MNO の遊休回線を利用しているため通信速度が懸念されるが、実際
の計測結果を概観すれば MNO は上り・下りの通信速度に開きが少なく安定している。双方
とも LTE を用いた通信速度はベストエフォートだが、興味深いのは MVNO の通信速度平均
(上り )が MNO のそれを上回り、同・下りの数値も大差がない点にある 12(図表 1-10)。また、
数値が低いと優良な回線と判断できる指標・ping 値の平均も MVNO が優位である。  
 
図表 1-10 MNO と MVNO の通信速度比較 (単位：Mbps) 
 
*平均は TRIMMEAN 関数を用いてデータの中間項平均 (10 項 )を求めた。  
出所：筆者作成。  
 





2. 政策の妥当性  
 
2-1 事前規制と事後規制  
 
総務省の調査に基づけば MVNO を認知している利用者の約 50%のうち、約 60%が音声通
話サービスと LTE 通信対応サービスの利用意向を示している 13。また、双方のランニング
コストを分析した前掲図表 1-9 より、長期的には MVNO が優位にある。  
しかし MVNO の普及が進展しない背景には、前述の過当競争が影響している 14。たとえ
ば、MNP 制度を利用し端末価格を安価に保有し、高額な CB を得た方が賢明と判断する利
# MNO[上] MNO[下] ping # MVNO[上] MVNO[下] ping
1 1.37 1.32 95 1 7.12 5.36 68
2 2.29 6.45 101 2 3.78 4.31 60
3 0.91 4.27 65 3 7.58 2.68 57
4 1.96 6.92 123 4 3.75 1.66 42
5 0.26 2.32 129 5 5.43 2.18 50
6 0.61 3.64 101 6 4.51 9.12 54
7 2.60 10.38 55 7 4.11 2.74 66
8 4.26 2.29 89 8 1.60 2.13 54
9 4.10 3.51 104 9 5.05 2.76 54
10 3.26 1.91 358 10 5.58 2.68 51
11 1.60 8.77 104 11 5.80 4.31 53
12 0.97 3.02 101 12 4.65 1.57 50
平均 1.97 4.31 101.2 平均 4.98 3.08 54.9
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カ型 )に近い規制の採用を検討すべきである (図表 2-1) 16。  
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として平等な立場 (イコールフィッティング )でなければならない、としている。この規定に
則り NTT ドコモは MVNO に対して相互接続が必至であり、卸契約による個々の要望に応じ
ることができない。前掲図表 1-5 より接続料の段階的な低価は評価できるが、前述のコモデ
ィティ化を招いた。当該規制の根拠は市場シェアだが、一時期 50%を超えていた NTT ドコ
モは、現在 40%弱である (図表 2-2)。非対称規制、および前掲図表 1-1 より HHI の減少に伴
い競争の進化を踏まえれば、以前のような当該市場への絶対的な影響力は少ない。  
 
図表 2-2 携帯電話市場シェアと HHI の推移 (2007～2014 年度 ) 
 
出所：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表 (平成 26 年度第 4



































2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
ドコモ KDDI SBM イー・アクセス ドコモ[HHI] KDDI[HHI] SBM[HHI] イー・アクセス[HHI]
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る (図表 2-3)。  
 
図表 2-3 移動通信システム用の周波数帯の割り当て  
 






することは必至である。従前の規制により NTT ドコモのシェアは約 40%弱に低下し、規制
から回避可能な 2 位以下の KDDI グループ、およびソフトバンクグループは NTT ドコモに
課せられた規制から得た便益を自陣のシェアに転嫁させ、規模を 25%前後まで拡大させた。
規制対象外の 2 位以下の事業者はこの配置が最適であり、その根拠は総務省の指定要件に示









周波数帯 700MHz帯 800MHz帯 900MHz帯 1.5GHz帯 1.7GHz帯 2GHz帯 2.5GHz帯 合計 加入者数
docomo 20MHz 30MHz 30MHz 40MHz 40MHz 160MHz 6,218
160MHz 6,218
au 20MHz 30MHz 20MHz 40MHz 110MHz 3,962
UQ 50MHz 50MHz 263
160MHz 4,225
SoftBank 30MHz 20MHz 40MHz 90MHz 3,476
emobile 20MHz 30MHz 50MHz 450
WCP 30MHz 30MHz 416














2-3 普及に潜む課題  
 
前述より MVNO は MNO と比較して安価かつ、理論上は同等の通信速度を享受できるた
め普及の促進は競争に寄与するが、そこには 2 つの課題が潜んでいる。そのキーワードは①
ネットワークの負の外部性、②相互の公平性、である。  












者を探し求め、転々と移動することは可能である (図表 2-4)。  
 


























設備の整備は MNO が担当するため、過剰な規制緩和に基づき極端に MVNO に優位な環境
が提供されることは、クリームスキミングになり得る可能性があり、今後の規制対象になり











ェア（26.1％）、HHI における既存事業者と同等である第 4 のプレイヤーに成長することは
理論上可能であり、MNO を脅かす規模になった場合でも現行では排除・拒否することはで
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られる 25。政府の提言が市場競争の誘発に繋がることを、多くの利用者は望んでいる。  






                                                   
1 実際に電気通信事業者協会 (TCA)が続けてきた各事業者の月次契約数の公表は取り止め
られ、2014(平成 26)年度以降は四半期単位に移行した。  
2 MVNO の定義は、①MNO の提供する移動通信サービスを利用して、又は MNO と接続
して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者であって、②当該移動通信サービスに係
る無線局を自ら開設しておらず、かつ、運用をしていない者、とされている。総務省総合通
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7 公衆無線 LAN は 9 年で 10 倍以上増加しており、スマートフォンの普及により急増する
モバイルトラフィックへの対策としたオフロード手段の成果と言える。特に 2011(平成 23)
年後半からは顕著である。  
公衆無線 LAN 契約数の推移 (2005～2015 年 )(単位：1,000 台 )
 
出所：総務省・情報通信統計データベース「ブロードバンドサービス等契約数の推移 (四半
期 )」 (http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/new/index.html) 
8 世帯消費支出が 3,238,022 円 (2002(平成 14)年 )から 3,018,910 円 (2013(平成 25)年 )と約
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減少、移動電話通信料は 50,933 円 (2002 年 )から 83,099 円 (2013 年 )で約 60％増加し、電話
通信料は全体的に微増傾向にある。固定電話の縮小と移動電話の拡大が今後も続くことを考
慮すれば、家計への負担を軽減するためにも安価な MVNO の普及促進が求められる。  
電話通信料の推移と世帯支出に占める割合 (2002～2013 年 )(単位：円 ) 
 
出所：総務省［2014］p.371。  








わが国における MVNO 検索数の推移 (2007～2014 年度 ) 
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出所：Google トレンド (https://www.google.co.jp/trends/) 
 また、MVNO に対する認知度は 49.4%(2013(平成 25)年度 )から 69.5%(2014(平成 26)年度 )
にみられるように増加傾向にある。総務省「MVNO サービスの利用動向等に関するデータ
の公表」 (http://www.soumu.go.jp/main_content/000362104.pdf)p.7。  
11 なお、各ユーザに関する条件は次のように仮定した。MVNO ユーザ 1 の参考数値は、
SIM フリー端末 (Android)の価格帯に幅があるため、ZenFone5(30,000 円 )を一例とした (価
格は 2015(平成 27)年時点 )。内訳は端末料金 (30,000 円 )に平均的な音声通話 SIM(1,800 円 )
を加算した。MVNO ユーザ 2 の参考数値も SIM フリー端末 (iOS)とし、iPhone6(75,000 円 )
に上記の条件を付与した。  
12 ここでの条件は次の通りである。  
1. 計測日時：2015(平成 27)年 9 月 20 日 16 時 30 分～17 時 30 分頃まで  
2. 計測場所：東京都渋谷区  
3. 利用モバイルルーター：L-03E(docomo) 
4. 利用携帯電話： iPhone4s(iOS 9.0) 
5. 利用 MNO：docomo(LTE) 
6. 利用 MVNO：BIGLOBE LTE・3G 
7. 利用アプリケーション：RBB TODAY(http://speed.rbbtoday.com/) 
 定刻から MVNO、MNO の順に各回、一分以上の間隔を用いて測定した。上記の測定に基
づけば、大差がないことが確認できる。なお、イメージは以下の通り。  
MNO[左 ]と MVNO[右 ]の通信速度比較イメージ  
 
出所：筆者作成。  
13 総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価 2013」  
(http://www.soumu.go.jp/main_content/000319667.pdf)p.219。  
14 その他には、利用する際に比較的高価な SIM フリー端末の保有が挙げられる。  
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年 3 月期 (第 19 期 )第 2 四半期決算説明会資料」  
(http://www.j-com.co.jp/ir/pdf/shiryo_20141031.pdf)p.16 より、MNO が年度末に CB の増
額を実施するため、MNP を用いて MVNO 回線が当該時期に高い解約率を示す結果を招いて





17 IP 化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会「IP 化の進展に対応した競





19 規制緩和後も旧国営企業の市場シェア 1 位が不適切の如く指摘されているが、当該企業
は 2 番手以降でなければならないとすれば、他事業者の傲慢と言わざるを得ない。  
20 前提条件として①第二種指定電気通信設備を設置している電気通信事業者、②当該電気





気通信事業者が存在する場合において、 (ア )当該電気通信事業者の市場シェアが 1 位である
場合、当該市場シェアの水準及び下記③で説明する諸要因を勘案した結果、特に市場支配力




業者の総合的な事業能力を測定するための諸要因も踏まえ、総合的に判断する  (事業規模 (資
本金、収益、従業員数 )、市場への影響力・ブランド力、製品・サービスの多様性、潜在的
な競争の不在、技術上の優位性・卓越性、需要及び供給の代替性・価格の弾力性、サービス
や端末等の販売・流通における優位性、共同支配 ) 。  
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的考え方」 (http://www.soumu.go.jp/main_content/000157531.pdf) 
21 MNO 利用者の多くは、月 3 ギガバイト以内の通信料内に収まるとされている。その際
の定額料金と基本料金他を合算すると、5,000 円程度である。これに対して MVNO は、月 2
～3 ギガバイトで MNP が可能な音声通話を有し、2,000 円程度で提供可能である。利用条
件が同等であれば半額以下の利用も可能であり、MNO にとっては競合する MNO 以上に脅
威である。  
音声通話が可能な主要 MVNO のサービス概要 (2015 年 10 月 1 日時点 ) 
 





ケーション、3G/LTE 携帯電話による通話及び固定通話等の関係―」  
(http://www.jotsugakkai.or.jp/doc/forum2014/a1_okamoto.pdf)情報通信学会 2014 年度秋
季個人研究発表。  
23 田中 [1987]pp.78-79。  
24 総務省「2020 年代に向けた情報通信政策の在り方」  
(http://www.soumu.go.jp/main_content/000328197.pdf)pp.5-6。  
25 料金プランや事業者により異なるが、MVNO が供給する 1GB あたりの単価は数百円で
ある。たとえば、NTTコミュニケーションズの容量追加オプションは 500円 (0.5GB)であり、
ドコモの類似サービス・速度規制解除は 2,500 円 (2GB)が設定されている。それぞれ 1GB あ
たりの単価は 1,000 円前後であり、先の MVNO も踏まえれば相場は数百円から 1,000 円程
度である。携帯電話が広く一般的に普及したからこそ 1GB 単位の柔軟な料金設定が必要で




ンツ』NTT 出版、2009 年。  
2. 川濱昇・大橋弘・玉田康成『モバイル産業―その発展と競争政策―』東京大学出版会、
2010 年。  
3. 岸井大太郎・鳥居昭夫『情報通信の規制と競争政策―市場支配力規制の国際比較―』白
 
MVNO 月額料金 通信規制 通信制限時通信速度 最低利用年数
U-NEXT 1,580円 3GBまで 200kbps 6ヶ月
フュージョン・
コミュニケーションズ
1,600円 3.1GBまで 200kbps 12ヶ月
ビッグローブ 1,600円 3GBまで 200kbps 12ヶ月
NTT
コミュニケーションズ
1,800円 3GBまで 200kbps 6ヶ月
日本通信 1,980円 3GBまで 200kbps 5ヶ月
富山短期大学紀要第 51巻（2016.3） 
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